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524市の議員定数状況（合併なし、合併特例法適用なし） 

法定上限数を議員定数としている39市（7.4％） 

減員数 
3,225人 
（19.0％） 

「524市」 
法定上限数合計 
16,974人（100％） 

条例定数　　　　　　　　　　13,749人 
　法定上限数による39市　　　　1,286人 
　法定上限数未満による485市　12,463人 

（81.0％） 

法定上限数未満を議員定数としている485市（92.6％） 

こ
の
調
査
は
、
全
国
７
７
８
市

（
平
成
１７
年
１２
月
３１
日
現
在
）を
対

象
に
市
議
会
議
員
定
数
の
状
況
や

定
数
条
例
の
制
定
状
況
な
ど
に
つ

い
て
、
ア
ン
ケ
ー
ト
形
式
で
行
っ

た
も
の
。
回
収
率
は
１
０
０
％
。

今
回
の
定
数
調
査
は
全
７
７
８

市
を
、
１７
年
中
に
合
併
が
あ
っ
た

２
２
３
市
と
合
併
が
な
か
っ
た
５

５
５
市
に
分
け
、
さ
ら
に
１７
年
中

に
合
併
が
な
か
っ
た
５
５
５
市
の

う
ち
、
合
併
特
例
法
を
適
用
し
て

い
る
３１
市
と
同
法
を
適
用
し
て
い

な
い
５
２
４
市
に
分
け
ま
と
め
て

い
る
。全全

国国
７７
７７
８８
市市
のの

議議
員員
数数
のの
状状
況況

全
国
７
７
８
市
（
１７
年
１２
月
３１

日
現
在
）
の
市
議
会
議
員
数
の
総

合
計
は
２
万
４
４
４
１
人
、
１
市

平
均
３１
・
４
人
で
、前
年
平
均
（
２８

・
８
人
）
と
比
べ
２
・
６
人
増
と

な
っ
て
い
る
。

ま
た
、
７
７
８
市
の
う
ち
合
併

特
例
法
を
適
用
し
て
い
る
１
９
９

市
の
議
員
数
は
８
９
５
９
人
で
１

市
平
均
４５
・
０
人
、
同
法
を
適
用

し
て
い
な
い
５
７
９
市
の
議
員
数

は
１
万
５
４
８
２
人
で
、
１
市
平

均
２６
・
７
人
と
な
っ
て
い
る
�
表

１
参
照
。

「「
５５
２２
４４
市市
」」
のの

議議
員員
定定
数数
のの
状状
況況

１７
年
中
に
合
併
が
な
く
合
併
特

例
法
の
適
用
の
な
い
５
２
４
市

（
以
下
「
５
２
４
市
」
）
の
議
員

定
数
の
状
況
を
み
る
と
、
地
方
自

治
法
で
定
め
る
議
員
定
数
の
上
限

数
（
以
下
「
法
定
上
限
数
」
）
を

議
員
定
数
と
し
て
い
る
の
は
３９
市

（
７
・
４
％
）
で
前
年
（
６
・
１

％
）
よ
り
１
・
３
ポ
イ
ン
ト

高
く
な
っ
て

い
る
。

一
方
、
法
定
上
限
数
よ
り
少
な

い
数
を
定
数
と
し
て
条
例
で
定
め

減
員
し
て
い
る
の
は
４
８
５
市
で

減
員
市
率
は
９２
・
６
％
。
減
員
数

の
合
計
は
３
２
２
５
人
で
１
市
平

均
６
・
６
人
の
減
と
な
っ
て
い
る
。

「
５
２
４
市
」
の
法
定
上
限
数

合
計
１
万
６
９
７
４
人
に
占
め
る

減
員
数
３
２
２
５
人
の
割
合
（
減

員
率
）は
１９
・
０
％
で
、
前
年（
１６

・
４
％
）
と
比
べ
て
２
・
６
ポ
イ
ン
ト

高

い
�
表
２
参
照
。

そ
の
ほ
か
、
１７
年
中
に
新
た
な

議
員
定
数
を
適
用
し
た
の
は
「
５

２
４
市
」
の
う
ち
４９
市
。
こ
れ
に

よ
り
議
員
定
数
は
２
３
７
人
減
少

し
、
４９
市
の
法
定
上
限
数
１
４
６

８
人
に
占
め
る
減
員
数
の
割
合
は

１６
・
１
％
と
な
っ
て
い
る
。

全
国
市
議
会
議
長
会
は
こ
の
ほ
ど
、
平
成
１７
年
１２
月
３１
日
現
在
の
「
市
議
会
議
員
定
数
・
報
酬
に
関
す

る
調
査
結
果
」
を
ま
と
め
た
。
そ
の
う
ち
の
議
員
定
数
の
調
査
結
果
を
み
る
と
、
１７
年
中
に
合
併
が
な
く

合
併
特
例
法
の
適
用
の
な
い
５
２
４
市
の
う
ち
、
約
９３
％
の
４
８
５
市
が
法
定
上
限
数
よ
り
少
な
い
議
員

定
数
を
定
め
て
減
員
し
て
い
る
。
そ
の
合
計
は
３
２
２
５
人
で
１
市
平
均
６
・
６
人
の
減
員
と
な
っ
て
い

る
。
全
市
の
デ
ー
タ
は
本
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
。
調
査
結
果
は
、
８
月
３１
日
付
で
全
市
に
送
付
。

（昭和３６年１２月２０日第三種郵便物認可）

第1627号９月５日平成18年
（2006年）

平成１７年

議議
員員
定定
数数
９９３３
％％
のの
市市
でで
減減
員員

１
市
平
均
６
・
６
人
減

―
本
会
調
査

２
面
に
続
く

全国７７８市の市議会議員数 〈表１〉
１市平均
（人）

２７．３
４１．２
２６．４
４１．７
４１．６
４５．６
２９．５
５２．０
５２．０
０

３１．４

・合併特例法を適用している １９９市：市議会議員数 ８，９５９人、１市
あたり平均４５．０人

・合併特例法を適用していない ５７９市：市議会議員数１５，４８２人、１市
あたり平均２６．７人

議員数
（人）

１５，１３５
１，２７８
１３，８５７
９，３０６
９，２０２
７，５７７
１，６２５
１０４
１０４
０

２４，４４１

市数
（市）

５５５
３１
５２４
２２３
２２１
１６６
５５
２
２
０
７７８

区 分

合併なし
合併特例法適用 あり

〃 なし

合併あり
１回

合併特例法適用 あり
〃 なし

２回

合併特例法適用 あり
〃 なし

合計

〈表２〉

大竹 邦実

（１） 平成１８年９月５日 第１６２７号
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５５
２２
４４
市市
」」のの
法法
定定

上上
限限
数数
別別
減減
員員
状状
況況

「
５
２
４
市
」
の
減
員
状
況
を

法
定
上
限
数
別
に
み
る
と
、
「
６４

人
」
「
８０
人
」
「
８８
人
」
「
９６
人
」

の
区
分
で
は
減
員
市
率
が
１
０
０

％
と
な
っ
て
い
る
。
一
方
、
減
員

市
率
が
最
も
低
い
の
は
「
７２
人
」

の
区
分
で
５０
％
、
次
い
で「
３８
人
」

の
８０
％
、
「
２６
人
」
の
９１
・
８
％

の
順
と
な
っ
て
い
る
。

ま
た
、
減
員
率
が
最
も
高
い
の

は「
２６
人
」の
区
分
で
２２
・
８
％
、

次
い
で
「
３０
人
」
の
区
分
で
２２
・

５
％
、
「
３４
人
」
の
１８
・
３
％
な

ど
の
順
と
な
っ
て
い
る
。
法
定
上

限
数
の
多
い
市
よ
り
少
な
い
市
の

方
が
、
減
員
率
が
高
い
傾
向
に
あ

る
�
左
表
参
照
。

そ
の
ほ
か
、
「
５
２
４
」
市
で

最
も
減
員
数
が
多
い
の
は
大
東
市

の
１７
人
、
次
い
で
八
王
子
市
の
１６

人
、
諏
訪
市
の
１５
人
と
な
っ
て
い

る
。

◇

議
員
報
酬
の
調
査
結
果
に
つ
い

て
は
、
次
号
に
掲
載
予
定
。

都
市
行
政
問
題
研
究
会
（
会
長

�
津
村
一
年
・
高
知
市
議
会
議

長
）
は
８
月
２４
日
、
東
京
・
全
国

都
市
会
館
で
第
８４
回
総
会
を
開

き
、
平
成
１８
・
１９
年
度
の
調
査
研

究
テ
ー
マ
を
「
人
口
減
少
社
会
と

都
市
行
政
」
に
決
定
し
た
。

同
研
究
会
は
人
口
２５
万
以
上
の

８９
市
が
加
盟
し
、
２
年
ご
と
に
テ

ー
マ
を
設
定
、
調
査
研
究
報
告
書

を
ま
と
め
て
い
る
。

今
回
の
調
査
研
究
テ
ー
マ
の
決

定
に
向
け
て
は
、
本
年
３
月
に
加

盟
８９
市
の
議
長
を
対
象
に
実
施
し

た
テ
ー
マ
案
の
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査

の
結
果
を
踏
ま
え
、
去
る
５
月
１６

日
に
富
山
市
で
開
催
の
調
査
幹
事

会
、
さ
ら
に
７
月
２４
日
盛
岡
市
で

開
催
の
役
員
会
で
協
議
を
重
ね
、

「
人
口
減
少
社
会
と
都
市
行
政
」

を
テ
ー
マ
案
と
し
て
取
り
ま
と

め
、
総
会
に
提
出
し
た
。

提
案
理
由
と
し
て
は
「
人
口
減

少
社
会
を
今
後
の
都
市
行
政
に
お

け
る
重
要
な
問
題
と
し
て
位
置
づ

け
、
人
口
減
少
が
都
市
の
福
祉
・

医
療
・
経
済
等
に
ど
の
よ
う
な
影

響
を
及
ぼ
す
の
か
、
そ
し
て
都
市

は
こ
れ
に
ど
う
対
応
す
る
の
か
、

今
後
の
都
市
人
口
の
動
向
を
と
ら

え
、
都
市
の
観
点
か
ら
調
査
研
究

す
べ
き
」
と
し
て
い
る
。

今
後
の
調
査
研
究
の
進
め
方
に

つ
い
て
は
、
総
会
、
役
員
会
、
調

査
幹
事
会
で
検
討
を
重
ね
る
と
と

も
に
、
加
盟
市
を
対
象
と
し
た
ア

ン
ケ
ー
ト
調
査
な
ど
を
行
う
と
し

て
い
る
。

総
会
で
は
ま
た
、
石
毛
宏
典
・

四
国
ア
イ
ラ
ン
ド
リ
ー
グ
代
表

（
元
西
武
ラ
イ
オ
ン
ズ
内
野
手
）

が
、
「
四
国
ア
イ
ラ
ン
ド
リ
ー
グ

の
挑
戦
〜
地
域
活
性
化
の
起
爆
剤

〜
」
と
題
し
、
講
演
し
た
。

な
お
、
石
毛
宏
典
氏
の
講
演
要

旨
は
本
紙
に
、
講
演
録
は
本
会
ホ

ー
ム
ペ
ー
ジ
に
１０
月
中
に
も
掲
載

す
る
予
定
。

全
国
市
議
会
議
長
会
基
地
協
議

会
（
会
長
�
石
川
和
夫
・
福
生
市

議
会
議
長
）
の
正
副
会
長
と
相
談

役
は
８
月
２９
日
、
自
由
民
主
党
の

国
防
部
会
・
安
全
保
障
調
査
会
・

基
地
対
策
特
別
委
員
会
合
同
会
議

に
出
席
し
、
平
成
１９
年
度
基
地
対

策
関
係
予
算
の
増
額
確
保
等
を
求

め
た
。

特
に
今
回
は
、
総
務
省
所
管
の

基
地
交
付
金
と
調
整
交
付
金
の
増

額
を
要
求
し
た
。
両
交
付
金
は
、

３
年
ご
と
に
行
わ
れ
る
固
定
資
産

税
評
価
替
え
実
施
の
翌
年
度
に
増

額
措
置
が
講
じ
ら
れ
て
き
た
。
１８

年
度
が
、
こ
の
評
価
替
え
の
年
度

に
該
当
し
て
い
る
た
め
、
１９
年
度

に
つ
い
て
も
両
交
付
金
の
増
額
措

置
を
講
じ
る
よ
う
求
め
た
。

ま
た
、
防
衛
施
設
庁
所
管
の
特

定
防
衛
施
設
周
辺
整
備
調
整
交
付

金
に
つ
い
て
も
、
基
地
・
調
整
両

交
付
金
と
と
も
に
３
年
ご
と
に
増

額
さ
れ
て
き
た
こ
と
か
ら
、
来
年

度
予
算
の
増
額
確
保
を
求
め
た
。

会
議
終
了
後
、
正
副
会
長
ら

は
、
自
由
民
主
党
の
甘
利
明
・
政

務
調
査
会
長
代
理
・
基
地
対
策
特

別
委
員
会
委
員
長
代
理
に
面
談
す

る
な
ど
実
行
運
動
を
行
っ
た
。

法定上限数別の議員定数状況
減員市率

％

９１．８

９４．７

９３．９

８０．０

９３．８

９２．９

１００

５０．０

１００

１００

１００

９２．６

減員市

市

１５６

１６２

９２

２４

３０

１３

３

１

１

１

２

４８５

減員率

％

２２．８

２２．５

１８．３

１２．３

１１．２

１２．１

４．２

６．３

１５．０

１４．８

５．７

１９．０

減員数

人

１，００８

１，１５４

６１０

１４０

１６５

９５

８

９

１２

１３

１１

３，２２５

条例定数

人

３，４１２

３，９７６

２，７２２

１，０００

１，３０７

６８９

１８４

１３５

６８

７５

１８１

１３，７４９

上限数

人

４，４２０

５，１３０

３，３３２

１，１４０

１，４７２

７８４

１９２

１４４

８０

８８

１９２

１６，９７４

市数

市

１７０

１７１

９８

３０

３２

１４

３

２

１

１

２

５２４

区分

２６人

３０人

３４人

３８人

４６人

５６人

６４人

７２人

８０人

８８人

９６人

合計

基
地
対
策
関
係
予
算
の
増
額
を

国
防
三
部
会
で
要
望
―
基
地
協

１
面
か
ら
続
く

調
査
研
究
テ
ー
マ
決
定

都市研
総 会

人人
口口
減減
少少
社社
会会
とと
都都
市市
行行
政政あいさつする津村会長

甘利政調会長代理（正面）と面談

合同会議で要望する石川会長（左）

第１６２７号 平成１８年９月５日 （２）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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７
月
中
旬
以
降
に
開
か
れ
た
本
会
の
各
委
員
会
で
の
講
演
要
旨
を

今
号
か
ら
順
次
、
掲
載
し
ま
す
。

１
�
骨
太
方
針

２
０
０
６
決
定

昨
年
６
月
２１

日
に
閣
議
決
定

さ
れ
た
「
骨
太

方

針
２
０
０

５
」
で
は
、
２

０
１
０
年
代
初

頭
に
お
け
る
基

礎
的
財
政
収
支

（
プ
ラ
イ
マ
リ

ー
バ
ラ
ン
ス
）

の
黒
字
化
を
目

指
し
、
概
ね
１

年
以
内
に
、
政
府
の
支
出
規
模
の

目
安
や
主
な
歳
出
分
野
の
中
期
的

目
標
、
歳
入
面
の
あ
り
方
を
一
体

的
に
検
討
し
、
改
革
の
方
向
に
つ

い
て
の
選
択
肢
や
改
革
工
程
を
明

ら
か
に
す
る
と
明
記
さ
れ
た
。

こ
の
方
針
に
従
い
本
年
初
め
か

ら
、
１９
年
以
降
も
聖
域
な
く
歳
出

削
減
を
進
め
る
こ
と
を
前
提
に
議

論
さ
れ
た
結
果
、
本
年
７
月
７
日

に
「
骨
太
方
針
２
０
０
６
」
が
閣

議
決
定
さ
れ
た
。
同
方
針
で
は
、

今
後
５
年
間
の
歳
出
改
革
に
よ
り

名
目
成
長
率
を
３
％
に
設
定
し
た

上
で
、
２
０
１
１
年
度
に
プ
ラ
イ

マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
の
黒
字
化
を
達

成
す
る
こ
と
が
明
記
さ
れ
た
。

こ
の
う
ち
、
地
方
財
政
関
係
で

は
、
地
方
公
務
員
の
人
件
費
に
つ

い
て
、
民
間
給
与
水
準
へ
の
準
拠

の
徹
底
や
民
間
と
の
比
較
の
方
法

を
変
え
る
こ
と
に
よ
り
、
さ
ら
な

る
削
減
に
努
力
。
今
後
５
年
間
で

国
家
公
務
員
の
定
員
純
減
率
５
・

７
％
と
同
程
度
の
純
減
を
行
う
こ

と
を
含
め
、
大
幅
な
人
件
費
の
削

減
を
実
現
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

ま
た
、
地
方
単
独
事
業
に
つ
い

て
は
、
過
去
５
年
間
で
５
兆
円
超

を
削
減
し
た
改
革
努
力
を
継
続
す

る
こ
と
と
さ
れ
た
。
今
後
５
年
間

で
は
、
地
方
単
独
事
業
全
体
で
現

在
の
水
準
以
下
に
抑
制
。
投
資
的

経
費
は
、
国
の
公
共
事
業
と
同
程

度
の
１
％
か
ら
３
％
を
削
減
す
る

こ
と
と
さ
れ
た
。
一
般
行
政
経
費

は
、
１８
年
度
と
同
程
度
の
水
準
に

す
る
と
さ
れ
た
。

し
か
し
、
こ
れ
ま
で
の
歳
出
削

減
改
革
が
デ
フ
レ
状
況
下
で
実
施

さ
れ
た
の
に
対
し
、
今
後
の
５
年

間
は
デ
フ
レ
状
況
を
脱
却
し
た
の

ち
の
実
施
と
な
る
。
経
済
成
長

や
、
そ
れ
に
伴
う
物
価
上
昇
、
賃

金
上
昇
の
局
面
の
中
で
削
減
努
力

に
取
り
組
む
必
要
が
あ
り
、
相
当

厳
し
い
改
革
目
標
に
な
る
と
思
わ

れ
る
。
よ
っ
て
、
地
域
経
済
の
動

向
等
を
十
分
に
注
視
し
な
が
ら
、

柔
軟
か
つ
機
動
的
な
対
応
を
心
が

け
る
必
要
が
あ
る
。

そ
の
ほ
か
、
地
方
交
付
税
等
の

改
革
に
つ
い
て
は
、
現
行
の
法
定

率
を
堅
持
し
、
少
な
く
と
も
今
後

５
年
間
は
法
定
率
を
引
き
下
げ

ず
、
地
方
自
治
体
の
安
定
的
な
財

政
運
営
に
必
要
と
な
る
地
方
税
、

地
方
交
付
税
等
の
一
般
財
源
総
額

を
確
保
す
る
。

そ
の
配
分
に
当
た
っ
て
は
、
行

政
改
革
に
積
極
的
に
努
力
し
て
い

る
団
体
や
税
収
の
伸
び
が
期
待
で

き
な
い
団
体
に
特
段
の
配
慮
を
行

う
と
い
う
地
方
に
配
慮
し
た
内
容

と
な
っ
て
い
る
。

２
�
地
方
財
政
の
制
度
改
革

「
骨
太
方
針
２
０
０
６
」
で
は

地
方
財
政
改
革
に
つ
い
て
、
▽
地

方
分
権
に
向
け
た
関
係
法
令
の
一

括
し
た
見
直
し
▽
地
方
交
付
税
算

定
の
簡
素
化
▽
税
源
移
譲
を
含
め

た
税
源
配
分
の
見
直
し
▽
再
建
法

制
の
見
直
し
と
情
報
開
示
の
徹
底

―
―
な
ど
の
一
定
の
方
向
性
が
示

さ
れ
て
い
る
。

こ
の
考
え
の
基
本
と
な
っ
て
い

る
の
が
、
５
月
１０
日
の
経
済
財
政

諮
問
会
議
に
お
い
て
、
竹
中
平
蔵

・
総
務
大
臣
が
提
出
し
た
「
地
方

財
政
改
革
に
つ
い
て
」
で
あ
る
。

こ
の
中
で
竹
中
大
臣
は
、
「
新

分
権
一
括
法
」
を
３
年
以
内
に
取

り
ま
と
め
、
国
の
法
令
に
よ
る
義

務
付
け
や
基
準
付
け
等
の
様
々
な

関
与
を
大
胆
に
見
直
し
、
地
方
の

自
由
度
を
高
め
る
よ
う
提
案
し
て

い
る
。

ま
た
、
現
在
の
地
方
交
付
税
の

算
定
方
法
を
簡
素
化
す
る
た
め
、

人
口
と
面
積
を
基
本
に
配
分
す
る

「
新
型
交
付
税
」の
１９
年
度
予
算
か

ら
の
導
入
や
、「
再
生
型
破
綻
法

制
」
を
３
年
以
内
に
整
備
す
る
こ

と
な
ど
を
「
分
権
改
革
工
程
表
」

と
し
て
取
り
ま
と
め
て
い
る
。

１
�
国
・
地
方

の
税
源
配
分

現
在
、
国
と

地
方
の
歳
入
比

率
は
６
対
４
。

し
か
し
、
国
か

ら
地
方
に
対
し

地
方
交
付
税
や

国
庫
支
出
金
な

ど
と
し
て
支
出

さ
れ
る
た
め
、

最
終
的
な
国
と

地
方
の
歳
出
比

率
は
４
対
６
と

な
っ
て
い
る
。

ま
た
、
国
と
地
方
を
合
わ
せ
た

租
税
総
額
は
８１
・
６
兆
円
だ
が
、

最
終
的
な
国
と
地
方
の
歳
出
総
額

は
１
４
９
・
８
兆
円
と
な
っ
て
お

り
、
こ
の
差
額
を
借
金
と
し
て
次

世
代
へ
先
送
り
し
て
い
る
。

２
�
定
率
減
税
の
廃
止

定
率
減
税
は
、
小
渕
内
閣
時
代

に
恒
久
的
減
税
と
し
て
採
り
入
れ

ら
れ
、
所
得
税
で
は
税
額
の
２０

％
、
個
人
住
民
税
で
は
税
額
の
１５

％
が
減
税
さ
れ
た
。

し
か
し
、
平
成
１７
年
度
税
制
改

正
に
お
い
て
１８
年
度
の
定
率
減
税

は
所
得
税
で
１０
％
、
個
人
住
民
税

で
７
・
５
％
へ
半
減
と
な
っ
た
。

こ
の
た
め
、
１８
年
１
月
に
は
所
得

税
、
６
月
に
は
個
人
住
民
税
で
、

そ
れ
ぞ
れ
の
税
収
が
増
加
し
て
い

る
。ま

た
、
三
位
一
体
改
革
に
伴
う

３
兆
円
の
税
源
移
譲
の
実
施
に
よ

り
、
１９
年
１
月
と
６
月
に
は
、
所

得
税
と
個
人
住
民
税
の
税
率
が
そ

れ
ぞ
れ
変
更
と
な
る
。
基
本
的
に

こ
れ
に
伴
う
個
々
の
納
税
者
の
負

担
額
は
、
増
加
し
な
い
も
の
の
、

両
税
の
課
税
対
象
と
な
る
期
間
に

差
異
が
あ
る
た
め
、
納
税
者
に
と

っ
て
は
増
税
感
が
伴
っ
て
く
る
も

の
と
思
わ
れ
る
。

こ
の
た
め
納
税
者
に
対
し
、
地

方
税
法
と
所
得
税
法
の
改
正
の
内

容
に
つ
い
て
周
知
徹
底
す
る
こ
と

が
必
要
で
あ
る
。

３
�
地
方
消
費
税

地
方
消
費
税
は
、
平
成
９
年
度

に
消
費
税
率
を
３
％
か
ら
５
％
へ

増
や
す
に
あ
た
り
、
う
ち
１
％
を

国
税
と
し
て
課
税
す
る
都
道
府
県

税
と
し
て
創
設
さ
れ
た
。

地
方
消
費
税
の
特
長
と
し
て

は
、
▽
半
額
を
交
付
金
と
し
て
市

町
村
へ
配
分
す
る
▽
地
方
の
主
要

税
目
の
中
で
地
域
に
よ
る
偏
在
が

最
も
少
な
い
▽
税
収
が
景
気
に
左

右
さ
れ
ず
安
定
し
て
い
る
―
―
な

ど
が
挙
げ
ら
れ
る
。

現
在
、
地
方
財
政
の
課
題
と
し

て
、
財
政
構
造
の
硬
直
化
に
伴

い
、
よ
り
安
定
的
な
歳
入
構
造
を

確
立
す
る
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
る
。

従
っ
て
、
地
方
消
費
税
を
活
用
す

る
こ
と
は
、
地
方
財
政
安
定
化
へ

の
一
つ
の
方
策
に
な
る
も
の
と
考

え
ら
れ
る
。

（
７
月
１９
日
の
地
方
財
政
委
員
会

で
の
講
演
よ
り
）

地方財政をめぐる
最近の動向

総務省自治財政局財政課長佐藤文俊 氏

地方税制をめぐる
最近の動向

総務省自治税務局企画課長株丹達也 氏

本会

各各
委委
員員
会会
でで
のの
講講
演演
要要
旨旨
�１�

地
方
財
政
委
員
会

（３） 平成１８年９月５日 第１６２７号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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議

会

人

事

現
在
、
複
数
の
貸
金
業
者
か
ら

返
済
能
力
を
超
え
た
借
り
入
れ
を

し
、
苦
し
む
多
重
債
務
者
が
増
加

し
社
会
問
題
と
な
っ
て
い
る
。

貸
金
業
者
の
中
に
は
、
出
資
法

の
上
限
（
年
率
２９
・
２
％
）
よ
り

は
低
い
が
、
利
息
制
限
法
の
上
限

金
利
（
年
率
１５
〜
２０
％
）
を
上
回

る
、
い
わ
ゆ
る
「
グ
レ
ー
ゾ
ー
ン

金
利
」で
営
業
す
る
も
の
が
多
い
。

ま
た
、
貸
金
業
規
制
法
第
４３
条

で
は
、
債
務
者
が
高
金
利
の
利
息

を
任
意
に
支
払
っ
た
場
合
に
は
、

有
効
な
債
務
の
弁
済
と
み
な
す

「
み
な
し
弁
済
」
規
定
が
あ
り
、

こ
れ
が
貸
金
業
者
の
高
金
利
貸
付

を
助
長
し
て
い
る
と
言
え
る
。

さ
ら
に
、
出
資
法
の
特
例
規
定

で
は
、
日
賦
貸
金
業
者
、
電
話
担

保
金
融
の
、
年
率
５４
・
７５
％
と
い

う
高
金
利
が
認
め
ら
れ
て
い
る
。

そ
の
た
め
意
見
書
は
▽
出
資
法

の
上
限
金
利
の
利
息
制
限
法
の
制

限
金
利
ま
で
の
引
き
下
げ
▽
貸
金

業
規
制
法
の
み
な
し
弁
済
規
定
の

撤
廃
▽
日
賦
貸
金
業
者
、
電
話
担

保
金
融
に
対
す
る
出
資
法
の
特
例

金
利
の
廃
止
―
―
な
ど
の
早
急
な

法
改
正
を
求
め
て
い
る
。

な
お
、
出
資
法
の
上
限
金
利
見

直
し
等
に
つ
い
て
は
現
在
、
金
融

庁
の
「
貸
金
業
制
度
等
に
関
す
る

懇
談
会
」
で
検
討
さ
れ
て
い
る
。

▼
議
長

▽
越
前

福
田
修
治
（
７
・
３１
）

▽
大
月

井
上
正
己
（
７
・
３１
）

▽
加
古
川

渡
辺
昭
良
（
８
・
１
）

▽
千
曲

中
沢
政
好
（
８
・
４
）

▽
刈
谷

寺
田
�
成
（
８
・
４
）

▽
紋
別

西
本
征
幸
（
８
・
８
）

▽
花
巻

佐
藤
忠
男
（
８
・
８
）

▽
淡
路

岡
田
勝
一
（
８
・
９
）

▼
副
議
長

▽
越
前

西
野
与
五
郎
（
７
・
３１
）

▽
大
月

小
原
丈
司
（
７
・
３１
）

▽
加
古
川

中
山
�
司
（
８
・
１
）

▽
高
知

西
村
和
也
（
８
・
３
）

▽
千
曲

西
澤
今
朝
人
（
８
・
４
）

▽
刈
谷

蜂
須
賀
信
明
（
８
・
４
）

▽
紋
別

森
本
秋
嘉
（
８
・
８
）

▽
花
巻

新
田
盛
夫
（
８
・
８
）

▽
淡
路

籔
淵
功
一
（
８
・
９
）

９月５日現在の市数
８０２市

うち
指定都市 １５市
中核市 ３６市
特例市 ３９市
一般市 ６８９市
特別区 ２３区

「
出
資
法
、貸
金
業
規
制
法
の
改
正
」が
最
多

６６
月月
定定
例例
会会
のの

意意
見見
書書
・・
決決
議議
のの
状状
況況

（下）

議会

意見書・決議の議決状況（下） （１８．５．１～１８．７．３１）

決 議
【建設・運輸・郵政・国土保全】 【 １５１】 【 ５】
○道路整備の促進 ５１ １
○道路特定財源制度の堅持等 ２８ ―
○日本郵政公社の集配局再編計画の反対 ２４ ―
○ＪＲ北海道・四国・九州・貨物会社に対 ２４ １
する支援の継続
○構造計算書偽装問題の被害者救済等 ９ ―
○その他 １５ ３
【労働・商工】 【 ２９７】 【 ０】
○出資法、貸金業規正法の改正 ２２８ ―
○公共工事の建設労働者の適正な労働条件 ２３ ―
確保
○最低賃金の引き上げ １４ ―
○ＪＲ不採用問題の早期解決 ９ ―
○地域手当の県内格差支給の是正 ６ ―
○中小企業金融の安定化 ５ ―
○厚生労働省の労働基準監督所再編整備計 ３ ―
画による労働基準監督署廃止の反対
○若者の雇用対策の抜本的強化 ２ ―
○その他 ７ ―
【警察・防災・消防】 【 ４】 【 ４】
○交番廃止計画の見直し ２ ―
○交通事故防止対策の充実 ― ３
○その他 ２ １
【外交・防衛・国際関係】 【 １０９】 【 ６】
○基地対策予算の増額等 ７６ ―
○拉致問題の全容解明と早期解決 ９ ―
○核兵器廃絶国際協定の実現 ７ ―
○大分県日出生台演習場での在沖縄米軍の ３ ―
訓練拡大反対
○在日米軍の再編計画案反対 ３ ―
○その他 １１ ６
【社会・くらし】 【 １１２】 【 ６】
○「仕事と生活の調和推進基本法」の制定 ５３ ―
○障害者自立支援法の施行に伴う諸問題の １３ １
解決
○総合的な少子化対策の充実 ８ １
○新聞の「特殊指定」制度の堅持 ７ ―
○最低保障年金制度の創設 ４ ―
○介護保険制度の改善 ４ ―
○児童扶養手当の減額率の緩和 ３ ―
○人権侵害救済法の早期策定 ２ ―
○無年金障害者の救済 ２ ―
○危険運転致死罪の改正 ２ ―
○その他 １４ ４
【その他】 【 ７】 【 １９】
○第３１回オリンピック競技大会の招致 ― １５
○共謀罪の新設について国民的な議論と合 ３ ―
意の尊重
○その他 ４ ４
【合 計】 【 ６８０】 【 ４０】
【総合計】 【 １２７４】 【 ５４】

意見書件 名

前
号
に
続
き
、
全
国
市
議
会
議
長
会
が
ま
と
め
た
各
市
議
会
の
６
月
定
例
会
を
中
心
に
議
決
し
た
意
見

書
・
決
議
の
状
況
（
下
）
を
み
る
と
、
近
年
、
貸
金
業
者
の
高
金
利
貸
付
に
よ
り
、
多
重
債
務
者
が
増
加

し
社
会
問
題
と
な
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
「
出
資
法
と
貸
金
業
規
制
法
の
改
正
」
を
求
め
る
意
見
書
が
、

今
回
最
多
と
な
っ
て
い
る
。
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